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 今後発生が懸念される巨大地震での被害を抜本的に軽減するには、地域ぐるみでの防災力向上がボトム

アップ的に行われることが必要であり、その基本は、家屋の耐震化の促進と、地域コミュニティの力の再

生にある。従って、防災情報システムも、災害発生時の危機管理対応だけでなく、事前の備えを後押しす

るシステムとして機能することが望まれる。ここで必要となるのは、住民が防災行動を始めるように啓発

できる機能や、学校教育で利用できる防災教育教材、住民が自主的に学習する時に利用できるE-Larning機
能などである。また、防災情報システムと、他のシステムとの相互作用も重要となる。そこで、本論では、

地域防災力の向上を図るために、防災情報システムに対して望まれる姿について議論すると共に、筆者ら

が試行的に取り組んでいる、地域の防災力向上を支援する幾つかの開発事例について紹介する。 
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1.  はじめに 
 
 今世紀前半に発生が懸念されている東海・東南

海・南海地震や、首都圏直下地震などでの経済被害

規模は、我が国の国家予算に匹敵するものであり、

被害を抜本的に軽減しない限り、我が国の将来は極

めて悲観的な状況にある。これらの被害の中心は建

築物被害にあり、中でも戸建住宅の被害の占める割

合が大きい。戸建住宅の被害は、揺れや液状化に伴

う被害に加え、損壊した家屋からの出火・延焼によ

る被害も甚大である。行政の発災後の対応は、死傷

者への対応、家屋を失った住民の避難所確保、被災

者の生活再建や住宅再建など多岐にわたる。残念な

がら、我が国の行政の災害対応力は、これらの巨大

災害の被害の前では力不足であり、家屋被害を抜本

的に軽減し、住民の力を最大限に活用した対応をし

ない限り、発災後の混乱は不可避である。 
 地震防災を考える上で、何より重要なのは、家屋

の耐震化であり、次に重要なのは、耐震化が間に合

わない場合に備えた「自助」「共助」を担う地域コ

ミュニティの力である。耐震化と地域コミュニティ

ーの力を合わせたものが、地域の防災力であり、地

域防災力の源泉になるのが地域住民の防災意識であ

る。すなわち、我が国の地震防災を考える上で現時

点での最重要の課題は、住民の意識啓発にある。す

なわち、住民の防災行動を促すことのできる防災情

報システムが望まれている。 
今、地域住民にとって必要なものは、災害発生後

の災害波及極小化のための災害情報システムではな

く、災害発生前の減災対策に使われる防災（あるい

は減災）情報システムである。そこで、本論では、

主として、地域における災害軽減を目的とした、事

前の備えのための防災情報活用について考えてみる。 
 

 

2.  地域防災に望まれる防災情報 
 
(1)   住民の啓発度との相互作用 
 地域における防災活動の基本は、一人が頑張るの

ではなく、全ての人がほんの少しでも良いから行動

することにある。あらゆる住民が、災害軽減のため

の努力を始めるように啓発したり、その気になった

住民に適切な助言ができるようにするシステムが望

まれる。この際に、様々な防災情報が役に立つ。た

だし、いくら有用な防災情報を提供しても、住民の

意識が高くなければ、活用はされない。すなわち、

防災情報は、地域防災を担う住民の啓発度との相互

補完関係の中で生きてくるものである。 
 
(2)   住民にとって身近で実感のある役に立つ情報 

一般に、住民が興味を持つのは、トップダウン的

な専門情報では無く、身近でリアリティのある情報

であり、住民が普段から有り難みを感じる情報であ

る。防災に特化した情報ではなく、日常の生活の中

で役に立つ情報の一部として防災情報も入っていな

ければ、一般住民には利用されない。 
 
(3)   地域レベルでの防災活動の支援 

防災情報を地域の防災力向上に活かすには、地域

レベルでの自主的な活動を支援できる防災情報であ

るべきである。たとえば、地域の防災リーダーが、

防災ワークショップなどで利用できるように、情報
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を翻訳・加工できる必要がある（後述、図３）。ま

た、興味を持った住民が自己学習できるようなE-
Larning機能も役に立つ。特に、地域社会に密着し

た初等・中等教育の中で利用できるようにしておけ

ると効果的である。 
 
(4)   コンテンツの質・量・即時性 
多くの人に使われるシステムは、コンテンツの良

さ（質・量・即時性）が必要不可欠である。情報の

質が高く、十分な情報量が無ければ、見向きもされ

ない。また、情報の更新も随時行われていなければ

リピーターが去っていく。すなわち、普段の業務の

中で自動的に更新される情報を基礎にしていること、

情報を提供する側が社会から信頼されていること、

一部に偏ることなく広範囲の情報をバランスよく提

供することなどが必要である。 
 
(5)   自律・分散的システムの集合体：ポータル 

情報を適切に整理・体系化し、常に、高品質で十

分な量の情報を、分かりやすく提供できるシステム

が望まれる。満遍なく有益な情報を大量に提供でき

るような組織は存在しないので、複数の組織が手を

組んで情報を共有化するしかない。これを実現する

には、情報の提供者に対して敬意をはらい、相手の

システムに負担がかからないように連携することが

必要であり、組織や人間の信頼関係が事前に構築さ

れていることが基本になる。情報の作り手が信頼で

きる相手であったり、身近な人間であったりするこ

とにより、情報の共有化が促進され、また、利用の

輪も広がる。その結果として、自律的で分散的に稼

働するシステムの集合体としてのポータルサイトが

実現されていく。 
 
(6)   ナビゲーション 
どんな有益な情報であっても、情報を取り出しに

くかったら、使われない。ユーザーが、必要な情報

に容易に辿り着けるナビゲーションシステムが必要

である。最近では自然言語を解釈したり、音声認識

や自動翻訳ができるようなシステムも安価になって

きており、これらと、知識処理を組み合わせたシス

テムも構築可能になってきた。 
 
(7)   防災情報を周辺で支えるシステム 

防災情報システムに加え、得られた情報を活用で

きる周辺のサポートシステムが整備されていると良

い。ユーザーが必要とする情報を地図上に載

せて、住民一人一人が防災マイマップとして

印刷できるようにしたり、ホームページでの

情報提供を補足するための紙媒体の教材や、

素朴でも良いから手で触れることができる体

感教材があれば、教育・啓発効果が倍増する

（後述、表２・図１０）。 
 

(8)   センサー・会話・翻訳システムとの融合 
安価なセンサーを組み合わせ、地域の状況

をモニタリングできるようにしておけば、より効果

的である。学区毎や町内会毎に、気温・湿度・風

向・風速・雨量・NOx/SOx・震度・映像などがリア

ルタイムにモニタリングできれば、住民も情報シス

テムを身近に感じるだろう（後述、図８）。また、

災害情報弱者向けに、音声認識システムや、会話シ

ステム、自動翻訳システムなどがあれば、さらに効

果的である。 
すなわち、防災情報を生きたものにするためには、

単に情報を提供するだけではなく、それを取り巻く

「ヒト」「コト」「モノ」を一体として整備するこ

とが望まれる（図１参照）。 
  

図１ 防災情報を活かすヒト・コト・モノ 
 
 

3.  人を意識した防災情報 
 
 防災情報を有効に活用するには、利用する人に応

じた情報提供が必要でなる。図２に示すように、防

災情報を利用するのは、専門家から住民まで様々で

ある。防災情報を専門家間で共有する場合、住民に

直接提供する場合、専門家と住民とを媒介してくれ

る人たちに啓発に使える情報を提供する場合などで、

情報の加工の仕方が異なる。 
使う人をイメージし、使われ方を考える力が無け

れば、どんなに素晴らしいコンテンツが有っても使

われる情報にはならない。また、地域での人のネッ

トワークが形成されていなければ、防災情報は地域

の防災力向上には活用されにくい。専門家のネット

ワーク、専門家と媒介者とのネットワーク、そして

専門家と住民、媒介者と住民のネットワークの中で

情報が活きてくる。 
媒介者の例として小中学校の教師を考えてみると、

教室での講義教材として教育効果を高めるための活

 
ヒト 

情報の理解
力 

モノ 
システム

の使い易

コト 
情報の種
類、質と量

住 民

媒介者

専門家

専門家

研究者

行政
職員

技術者

一般行政マン
自主防災会・消防団
防災リーダー
防災ボランティア
教育者
企業防災担当・労組
農協・生協
学生サークル
マスメディアなど

図２ 防災情報を利用する人の分別 
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用、防災訓練を活性化するためのリアリティ

を持って災害を実感させるような利用、家庭

で親子が「我が家の防災」を考える教材とし

ての利用、児童・生徒が自己学習するための

E-Larning的利用などが想定される。 
また、住民レベルでの啓発を考えると、自

主防災会・消防団、防災リーダー、防災ボラ

ンティアなどの利用が考えられる。使われ方

には、地域での学習の補助教材、地域の危険

度を住民に伝えるためのハザードマップ、ワ

ークショップやDIGを行う際の地図、地域の

安全点検を行った結果をデータベース化する

手段などが考えられる（図３参照）。 
ただし、これらを活用するには、実施する

場が形成されていることが前提になる。 
最近では、防災ボランティアが阪神淡路大

震災以降の十年間の活動の実践で得た知恵を

共有化しようとする「知恵のひろば」（http:// 
www.npo-aichi.or.jp/chie/）も実現しつつある。 

 
 

4.  情報システムの双方向性 
 
地域防災力の向上は、住民の意識啓発から

始まる。防災に無関心な一般住民を啓発する

情報の発信が大事であり、備え

に役立てることができる情報を

発信するべきである。単に行政

が作成した防災情報を受動的に

閲覧するだけでなく、地域で住

民が集めた安心・危険情報を入

力できるようにする必要がある。

Web-GIS上でのDIGをメージす

れば良い。この機能は発災時に

は、被害データの入力機能にも

なる。位置情報として、GPS情
報に加え、電柱番号なども併用

すれば冗長性が増す。また、行

政の立場では個人情報の利用は

困難であるため、災害時要援護

者に関する個人データなどは、

地域レベルで、住民相互の合意

の下、限られた人間で入出力で

きるようにしておくと良い。こ

のようなボトムアップ型のデー

タの流れを備えた、双方向災害

情報システムの構築が望まれる。 
 
 
5.  基礎データの重要性 
 
 地域で防災意識を啓発するに

は、地域に根付いた情報が何よ

り大事である。例えば、地域で

日常的に実施されているボーリ

 

(c)切盛分布図(b)現在の地図 (a)昭和４年と昭和８年の地図 

 

図４ 昭和初期と現在の地形図・溜池分布と現在の切盛分布図 

図５ 名古屋大学東山キャンパスの新旧地質図との地震危険度 

谷

(b) 1891 年（太線は谷筋）

(c) 2001(a)地震マップの名古屋大学東山キャンパス拡大図 
（色は震度、太斜線は土砂崩れ危険地域、細斜線は液状化危険地

切土部は低震度 

盛土部は液状化危険度大 

尾根筋周辺は土砂
崩れの危険度大 

 

様々な防災情報が表示可能
（被害予測や地質図など）

航空写真と建物概形のポリゴンデータを重ねた
「実感できる」高解像度地理情報マップ

登録された防災情報をクリックして表示

身の回りの危険性を確認し、災害時を行動を想像

看板落下危険！

木造家屋が密集

http://inetgis.servehttp.
com/~yokoyama/ckPortal/

図３ 地域の情報をWeb-GISで提供しワークショップ
などに利用する双方向防災情報システム 
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ングデータなどを、誰もが利用できるようにデータ

ベース化しておくことは重要である。さらに、過去

からの町の変遷や土地の改変状況が分かるような資

料があれば、災害に対して脆弱な建物や、軟弱な地

盤などを判別することができる。これらのデータを、

家屋の耐震性や耐火性のデータや、切土・盛土デー

タに加工できれば、行政によって提示されるハザー

ド情報の意味を理解することができ、情報への信頼

感が増す。 
図４は、名古屋市で各区別の地震マップを作る際

に作成した新旧の地形と切土・盛土分布図（千種区

の例、○印はため池）である。また、図５は、地震

マップの名古屋大学東山キャンパス部分の抽出図で

ある。過去からの地形の改変状況をハザードマップ

と一緒に見ることにより、ハザードマップの説明性

が増す。図６は、このようなデータを住民に分かり

やすく説明するために試作しつつ

ある３次元Web-GISである。フラ

イトシミュレーター的な動作の中

で、過去から現在までの地形の変

化を実感させるシステムであり、

面白さとリアリティさを配慮して

作っている。 
 
 
6.  センシング機能との融合 
 

地域をモニタリングするセンサ

ー情報を、防災情報と組み合わせ

ることにより、情報を日常的に見

てもらえるようになる。Yahooな
どのウェブページでの天気情報の

位置づけは高い。住民が知りたい

リアルタイム情報を常時提供する

ことにより、防災情報へのアクセ

ス回数が増えてくる。地域の気

温・湿度・雨量などの気象データ

や、震度データ、即時地震速報

（ナウキャスト地震情報）、画像

データは、日常時だけでなく、災

害の発生を教えてくれるものであ

り、災害発生の前後の対応を考え

る上でも有益である。三重県が作

成している防災みえ .jp（ http:// 
www.bosaimie.jp/mie/index.html ）

は良い活用事例である。 
図７は、中部地域の大学間及び

名古屋大学内のリアルタイム画

像・振動モニタリングシステムで

ある。即時地震速報も組み込まれ

ている。また、図８は筆者が勤務

する建物のリアルタイムモニタリ

ングシステムであり、建物の玄関

ホールに表示装置を設置している。

建物周辺の気象情報、建物内での

図６ 地形の変化を実感できる 3次元 Web-GIS

図７ リアルタイム画像・振動情報を利用した大学間および大学内

防災情報システム 

パトライト

マイクロPC

パトライト

マイクロPC

リアルタイム波形・画像情報システム 

気象・振動・エネルギー消費量モニタリングシステム ナウキャスト地震情報 

 

図８ 筆者が居住する建物の環境・エネルギー・地震動の
リアルタイムモニタリング 

床に固定されている機械は、“地震計”といいます。こ
の機械で建物や地面のゆれを測ることができます。
環境総合館では、基礎杭や周辺地盤、建物内などに１
６台もいろいろな種類の地震計がつけられています。

ぼく、「じしんモニ太」です。
“自身”（環境総合館）の変化と“地震”の現在のようすを常にモニタリングしています。
『環境』をキーワードに、ぼくの中にいる人々の活動にともなう消費エネルギーや、ぼくにふりかかる気象状況や振動状
況を測っています。そのため、ぼくの頭の上（屋上）には気象センサ［気温、湿度、降水量、風速、日射量］が、ぼくの身体
（建物）の中にはエネルギー量センサ[ガス、電気]や加速度センサ[加速度、震度]がついています。

デジタル気象センサ

日射計

地震計

建物の実際のゆれを
100万倍して表現して
います。

からだで感じないです
が、日ごろからゆれてい
るのがよくわかるね。

南側にある温室の南東
の地表に置かれている
地震計で測った最近の
大きめのゆれの時刻と
震度です。

からだに感じたかな。

環境総合館の地表と屋上の
ゆれです。
建物の上の方がゆれやすい
よ。

南 東

西 北

屋上に置いてある気象セ
ンサや日射計で測った値
を、昨日と今日で重ねて
描いているんだよ。

昨日と今日はどれくらい
変わってるかな。

環境総合館で使用している
電気とガスの昨日と今日の
消費量です。
電気とガスの消費量をCO２
の排出量に換算しました。

使い過ぎには注意しましょう
ね。

地震計
杭中

地中
地震計

地震計

災害対策室
（４階）

砂

粘土

砂礫

揺れを測っているから、
“絶対“けとばさないで！
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△○△△◎

ボランティア活動
タウンウォッチング
ＤＩＧ・ワーク
ショップ

防災マップ作り
家族会議

実践する

○△◎△○

情報収集
教材作り（カルタ・
紙芝居・体験記）
我が家の耐震対策
防災マニュアル作り

備える

○○○◎△

都市化と災害
災害史・文化形成
防災行政・まち作り
世界の災害

社会・地
域
を知る

○○◎

地球の成立ちと地震
地形の成立ちと揺れ
地震・津波の発生
波の伝播

被害の発生原因

理屈を知
る

◎△○

地震時の対応
避難・消火方法
避難生活

救命・救急方法

命を守る

公民
倫社

歴史地理物理
地
学

図工
美術

英語国語
保健
体育

技術
家庭

社会理科
ＨＲ
防災訓練
総合学習

学習項目目的

△○△△◎

ボランティア活動
タウンウォッチング
ＤＩＧ・ワーク
ショップ

防災マップ作り
家族会議

実践する

○△◎△○

情報収集
教材作り（カルタ・
紙芝居・体験記）
我が家の耐震対策
防災マニュアル作り

備える

○○○◎△

都市化と災害
災害史・文化形成
防災行政・まち作り
世界の災害

社会・地
域
を知る

○○◎

地球の成立ちと地震
地形の成立ちと揺れ
地震・津波の発生
波の伝播

被害の発生原因

理屈を知
る

◎△○

地震時の対応
避難・消火方法
避難生活

救命・救急方法

命を守る

公民
倫社

歴史地理物理
地
学

図工
美術

英語国語
保健
体育

技術
家庭

社会理科
ＨＲ
防災訓練
総合学習

学習項目目的

表１ 防災教育のカリキュラム構造 

エネルギー消費と共に、建物の揺れをリアルタイム

で表示している。身近な建物を対象に、日常と非日

常の世界をつなげることで、普段から利用されるシ

ステムになっている。 
  
 
7. 教材と組み合わせることによる教育・啓発

への利用 

 
 防災情報を住民の普段の防災行動につなげるには、

啓発や教育に使えるように情報を加工することが必

要である。さらに、防災情報システムの教育効果を

高めるには、手に触れることができる教材が併用さ

れることが望まれる。 
情報の加工に際しては、受け手の立場に立って情

報を整理しておくことが大事になる。例えば、教育

現場を対象にした場合には、防災教育に関する分析

をした上で、教育目的を既存の教科目に落とし込ん

でいく必要がある。図９は、防災教育の体系を簡単

に整理した結果である。図９の構造を踏まえて、防

災教育の各目的を達成するための既存教科目の役割

を作ってみると、図１０のようなカリキュラム構成

になる。こういった構造を念頭において、教材コン

テンツを作成すれば、学校教育での防災教育E-
Larningの普及につながる。 

 

教育効果を高めるには、E-Larning教材と、体感

教材を組み合わせるとさらに効果的である。筆者ら

は、地震時の建築物の振動挙動や、建物の耐震化に

よる建物被害軽減効果を分かりやすく説明するため

に、様々な振動実験教材を作ってきた。表２に教材

の一覧を示すが、子供向けから大人向け、原始的な

手動のものから制御機構のついた電動式のもの、小

型のものから大型のもの、数十円単位の安価なもの

から百万円を超えるものまで、幅広く教材を作って

いる。これらの体感学習教材の効果は極めて高く、

小学校での親子防災教室、防災リーダーによる地域

での防災・耐震化の普及・啓発活動、住宅の新築を

考えている人たち向けの耐震講座、建築学の大学・

大学院生向けの耐震・振動教育など、多くの場で活

躍している。 
 現在、これらの体感教材を併用した耐震・振動教

育E-Larningホームページを作り始めている。図１

０は、試作版の一例である。 
 
 
8. まとめ 
 

巨大地震の発生が懸念される中、安全・安心な地

域社会を実現するために、地域住民の防災行動を促

し、地域での協働・連携を促進する防災情報システ

ムが必要とされている。これは、利用者の知識レベ

ル、災害の発生前後という時間、教育・啓発・発災

対応と言った利用目的などに応じて、最適かつ最小

の情報を双方向で発受信するシステムである。また、

土地勘を踏まえた地図ベースの情報として、分かり

やすいナビゲーション機能で、豊かな表現力で情報

提供し、常時自己学習して成長するシステムでもあ

る。言わば、五感（センシング・会話機能）を持っ

た防災ポータルWeb-GISである。 
すなわち、地べたモードで、地域の防災力の底上

げを目指したシステ

ムであり、コンテン

ツとしての地域の基

礎データを大事にし、

住民の実践・啓発を

重視した、脇役・応

援団としてのボトム

アップ型の情報シス

テムである。こうい

った情報システムは

行政主導で作ること

は容易ではない。地

域の防災の担い手が

草の根的に協働した

防災ＮＰＯ的組織が

中心になることによ

り、行政が提供する

情報システムと相補

的な役割を果たして

行くと思われる。 

図９ 防災教育の体系 

防災学

ヒト
文・教育・医

モノ
工・農

コト
理

カネ
社会・経
済・法律

実践

命を
守る

備える
理屈を
知る

社会と地
域を知る
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表２ 振動現象を体感させる実験教材「ぶるる」シリーズ 

高層建物の居住者や関係者に揺
れを体感してもらうことで、意
識の向上を図ることができる。

従来の振動台では再現できなかっ
た長周期でロングストロークの地
震動を再現する。台に乗って揺れ
を体感することができる。

内蔵バッテリーにより
サーボモータを駆動し、
入力した地震動波形を再
現する。

自走式
ぶるる

参加型ワークショップでの利用、
講演会のお土産に有用。子供た
ちに建物の揺れ方について興味
を持たせる時にも活用できる。

自分で作り、自分の手で揺するこ
とによって固有周期の違い、すじ
かいの効果などを実感することが
できる。

紙で組み立てた家模型を
手で左右に揺する。

紙
ぶるる

建築物の振動実験で良く用いら
れる起振実験の原理を説明する
のに利用できる。

小型の模型に乗せて建物を揺する
ことができる。共振曲線を理解す
るのに有効。

内蔵電池によって水平方
向の起振を行う。ダイア
ルにより振動数を変化さ
せることが可能。

小型起振
機ぶるる

在来軸組構造の１／１０縮小模
型で、構造の違いによる倒壊の
仕方の違いを見ることができ、
耐震化の啓発に最適。

筋交や構造用合板の有無、壁配置
のバランス、接合金物の有無、屋
根重量、地盤の硬軟、家具転倒防
止、ブロック塀などを実演できる。

台車ぶるると同様の台車
の上に２つの建物を載せ
て倒壊性状の違いをみる。

木造倒壊
ぶるる

木造建物の耐震補強効果につい
て、一般の方にも理解しやすい
説明ができる。

木造建物に近いモデルで実験でき、
耐震補強効果を実感しやすい。偏
心によるねじれも見れる。子供を
乗せて揺れを実感させること可能。

荷物運搬用台車に取り付
けたハンドルを前後に動
かすことにより、台車を
揺する。

台車
ぶるる

振動数の連続的な変化や、手回
しでは再現しにくい短周期・長
周期の揺れを簡単に再現できる。

振動周期を機械制御できるため、
一定かつ再現性のある揺れを起こ
すことができる。軽量なので、持
ち運びが容易。

内蔵バッテリーによる
モーター駆動。ダイアル
により振動数を変化させ
て台を振動させる。

電動
ぶるる

講義、イベントなど広い用途に
対応できる。振動現象を視覚的
に説明することで、振動論の学
習効果向上が期待できる。

様々な模型がアタッシュケースに
内蔵されており持ち運びに便利。
手でハンドルを回すことで、周期
特性を実感しやすい。

手回しハンドル回転運動
を並進運動に変換し台を
振動させる

手回し
ぶるる

用途特徴操作方法写真名称

高層建物の居住者や関係者に揺
れを体感してもらうことで、意
識の向上を図ることができる。

従来の振動台では再現できなかっ
た長周期でロングストロークの地
震動を再現する。台に乗って揺れ
を体感することができる。

内蔵バッテリーにより
サーボモータを駆動し、
入力した地震動波形を再
現する。

自走式
ぶるる

参加型ワークショップでの利用、
講演会のお土産に有用。子供た
ちに建物の揺れ方について興味
を持たせる時にも活用できる。

自分で作り、自分の手で揺するこ
とによって固有周期の違い、すじ
かいの効果などを実感することが
できる。

紙で組み立てた家模型を
手で左右に揺する。

紙
ぶるる

建築物の振動実験で良く用いら
れる起振実験の原理を説明する
のに利用できる。

小型の模型に乗せて建物を揺する
ことができる。共振曲線を理解す
るのに有効。

内蔵電池によって水平方
向の起振を行う。ダイア
ルにより振動数を変化さ
せることが可能。

小型起振
機ぶるる

在来軸組構造の１／１０縮小模
型で、構造の違いによる倒壊の
仕方の違いを見ることができ、
耐震化の啓発に最適。

筋交や構造用合板の有無、壁配置
のバランス、接合金物の有無、屋
根重量、地盤の硬軟、家具転倒防
止、ブロック塀などを実演できる。

台車ぶるると同様の台車
の上に２つの建物を載せ
て倒壊性状の違いをみる。

木造倒壊
ぶるる

木造建物の耐震補強効果につい
て、一般の方にも理解しやすい
説明ができる。

木造建物に近いモデルで実験でき、
耐震補強効果を実感しやすい。偏
心によるねじれも見れる。子供を
乗せて揺れを実感させること可能。

荷物運搬用台車に取り付
けたハンドルを前後に動
かすことにより、台車を
揺する。

台車
ぶるる

振動数の連続的な変化や、手回
しでは再現しにくい短周期・長
周期の揺れを簡単に再現できる。

振動周期を機械制御できるため、
一定かつ再現性のある揺れを起こ
すことができる。軽量なので、持
ち運びが容易。

内蔵バッテリーによる
モーター駆動。ダイアル
により振動数を変化させ
て台を振動させる。

電動
ぶるる

講義、イベントなど広い用途に
対応できる。振動現象を視覚的
に説明することで、振動論の学
習効果向上が期待できる。

様々な模型がアタッシュケースに
内蔵されており持ち運びに便利。
手でハンドルを回すことで、周期
特性を実感しやすい。

手回しハンドル回転運動
を並進運動に変換し台を
振動させる

手回し
ぶるる

用途特徴操作方法写真名称

図１０ 「ぶるる」を利用した耐震・振動教育用 E－Larning ホームページ
（http://www.sharaku.nuac.nagoya-u.ac.jp/laboFT/bururu/bururu_top.htm） 


